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(2)従 って,県 行造林は極めて限 られた地元住民に対 してのみ労賃所得を与えているにすぎない。
(3)県 行造林の分収金(土 地所有者受取分)は,主 として地元公共費として使用されており,個 々
の住民に対 しては直接的には分配 されていない。
(4)部 落有林野の場合,県 行造林の形態をとる初発投資によって地元住民による自立的林業経営を
確立させることは,地 元公共費と地元(土 地所有者)に 有利な分収造林の存在および労働力との関連








1ま え が き








岐阜県では,明 治42年 に初めて 「地上権設定県行造林」とよばれるものがみられ,以 後 「御大典記
念県行造林」,「2600年記念県行造林」が続き,戦 後は 「公有林緑化県行造林」とよばれるものがみら
れる。昭和40年12月1日 現在で岐阜県下の県行造林総面積は5,639haに もおよんでいる。














2地 元住 民 の雇 用面 お よび労




















第1表 岐 阜 県 調 査 対 象 県 行 造 林 の 概 況
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っていたが,戦 後はそれがなくなり,必 然就労者の範囲も広 くなり,地 元住民以外まで拡大 されてき
ている。
第2表 で,戦 後の県行造林の作業種類をみると,植 栽,保 育,伐 採および林道開設 ・補修等の作業
がみ られる。これ らの作業は,作 業班を組織 している個人業者の請負,区 ない しは部落の請負,森 林
組合の労務班の請負および県の直営等の作業形態をとっているが,昭 和40年12月1日 現在では,森 林
組合の労務班の請負形態が主なるものであり,県 の直営形態はみられない。このように戦後の過程で
はその作業形態に変化 もあるが,昭 和40年12月1日 現在の実動人員7～40名 の範囲の地元住民の県行
造林雇用量か ら地元住民の うち県行造林に雇用される住民の比率を推定すればそれは0～39.2%の 間
にある。 また,県 行造林の地元雇用労働者1名 当りの年間就労日数は,7～225日 の間で大きな巾が
ある。前者の比率と後者の日数とを各県行造林ごとに関連させてみると,全 ての県行造林について,
両者とも小であるか,ま たは一方が大でも他方が小であるといえるので,地 元住民の雇用面に及ぼす
県行造林の影響は概 して小さいといえる。もちろん,た とえば第3表 の山之口財産区位山県行造林の
場合にみるように,極 めて限 られた小数の地元労働者にとっては県行造林の及ぼす影響は大で,就 労
通年化へ大きな役割を果 しているところもある。
以上でみたように,戦 後においては,県 行造林は作業組織にくみ こまれた少数の地元労働者に雇用
の場を与えているにすぎず,し かも彼等の多 くは県行造林のみでは安定 した就労は実現できないので
ある。
次に,地 元住民の労賃所得に及ぼす県行造林の影響をみてみよう。
戦後における県行造林の総作業経費は第2表 でみるとお りであるが,こ の殆どが労賃である。とこ
第2表 戦 後 の 県 行 造 林 の 作 業 実 態 り
1き
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第3表 山之口財産区位山県行造林の労働者の年間就労状況
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ある。地元雇用労働者1名 当りの年間就労 日数に岐阜県の戦後の平均賃金としての650円(1日 当)
をかけてみると,4,450～146,250円 の間の地元雇用労働者1名 当りの年間労賃所得が推定できる。こ
の場合 も,地 元住民のうち県行造林に雇用される住民の比率と地元雇用労働者1名 当りの年間労賃所
得額とを各県行造林 ごとに関連 させてみれば,雇 用の場と しての県行造林の機能のところで述べたこ
とがそのまま地元住民の労賃所得の面でもいえる。すなわち,県 行造林による地元住民の労賃所得は,
県行造林の作業組織にくみ こまれ年間約2QO日 以上就労す る地元労働者には重要な地位を占めている
が,そ れ以外の短期就労者と全 く就労 していない大多数の地元住民には,極 あて低い地位を占めるに
過ぎない。
3地 元住 民 と県行 造 林分 収金
との関係
調査対象の9県 行造林の契約年度か らわかるよ
うに,主 伐期に達 しているのは明治42年 契約の山
之口財産区位山県行造林のみである。ここでの主
間伐分収金は第4表 の上段でみるとおりである。






＼ 、主間伐別晶 集 頒 鱒 円
主 伐37z,izz,000
灘 臨 昼 〃382,581,613
行 造 林 〃393,559,751
間 伐251,000,000  一
瑞浪市釜戸財 主 伐28201,035




第5表 山 之 口 財 産
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(注)山 之 口財 産 区会 計 簿 よ り作 製
は,近 い将来に現出する主伐木の搬出を考慮 したためである。昭和37年 度か ら主伐が始まり分収金約




校建設費,水 路工事費,道 路及橋梁工事費,林 道事業費,消 防団助成費,祭 の寄付等に支 出されてい
る。






なお,県 行造林からの現物給付については,昭 和29年 以前に釜戸財産区で枝打ちした枝葉を燃料用
として無償で地元住民が得ていたが,現 在は,調 査対象県行造林には全 くみられない。勿論,地 元住
民への林産物の特売も全 くみられない。
これまで,地 元住民の雇用面でも労賃所得面でも県行造林の果す役割は概して小 さいのをみた。し
か し主伐期に達 したところでは,比 較的多額の分収金が得られるのをみた。まだ主伐期に達していな





区 会 計(単 位 は 円)
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造林政策の主目標とされる造林推進一資源化の本来的効果一 初発育林投資にて二次林を形成すれば
三次林以降は自動的に造成されるという効果一 が見出しうるわけである。










しよ うという積極的な姿勢はみ られない。これは,既 にみたように,再 生産の資金となるべき分収金
が地元公共費として多 く使われていること,地 元に有利な分収率の分収造林が存在することおよび労
働力の不足などが原因となつていると思われる。ここに問題がある。
山之口財産区以外の地元代表者か らの契約満了後の再契約についての意向を第6表 でみると,分 収
率が地元にとって比較的不利なところでは自立経営を確立 したいと述べた者もいるが,部 落有林野の
場合は,山 之口財産区とほぼ同様な理由からそれの確立はむつかしいと思われる(の)。




騨脚 擁 驚 難lllそ の一

































す ことにより,部 落有林野への賦役形態を崩 してきたと考えるのである。ところで,こ れまで無償の









次に,地 元部落機構が県行造林から受ける変化を部落への加入 ・脱退条件の視点か らみてみょう。
部落への加入 ・脱退条件をみると,西 忍では,移 入者または分家は加入金を必要とせず部落に住む
ことで部落財産の権利者として加入を認められ,脱 退のときは権利を放棄する。釜戸の場合は,部 落
財産の権利者としての新 しい加入者は全 く認めず,脱 退のときは権利を放棄する。山之口では,1権
利者当り100の 株を持 っており株の売買は原則として認めていなかったが,加 入 ・脱退者のために色
々と不都合 も起 こるので,脱 退者の株の売買を認める方向に目下規約改正が検討 されその方向へ決ま
りそうである。ところで,先 述 したように,西 忍では県行造林設定後10を 経過 してこれまで県行造林
分収金は全 くみられず,釜 戸では31年経過して間伐分収金1回 と特別皆伐分収金1回 がみ られ,そ し
て山之口では56年 経過 して昭和37年 から毎年200～360万 円の間の主伐分収金がみ られる。 この県行造
林の森林資産の大きさおよび分収金の有無とその大きさを部落への加入 ・脱退条件と関連 させて考察
すれば,県 行造林が伐採期に近いところ 森林資産が 大きいか 既に分収金が 実現 しているところ
一 ほど部落財産に対する権利者の持分意識は強くな り土地所有者的性格を帯びて くるため,上 記の
ような加入 ・脱退条件の変化がみ られ ると考える。すなわち,部 落機構は県行造林が伐採期に近 くな
るほど村落共同体的性格が うすれ次第に近代的な土地所有者集団的姓格を帯びて くるといえよう。
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Résumé
   A series of researches were made, in the winter of 1956, on the actual conditions of nine 
cases of the afforestation through prefectural officers in Gifu prefecture, for the purpose of 
studying its economic effect on local inhabitants. 
   The findings are as  follows  : 
   1. The afforestation through prefectural officers gives employment to an extremely 
limited part of local inhabitants, who are taken in to its work system. 
   2. The afforestation through prefectural officers gives wage income to an equally limited 
minority of local inhabitants. 
   3. Sharing profits from the afforestation through prefectural officers are mainly appro-
priated to the local public expenses and benefit individuals indirectly. 
   4. Local inhabitants are expecting the renewal of the contract of the afforestation through 
prefectural officers at the coming expiration of the present one, because the existing condit-
ions — matters connected with local public expense, with profitable sharing afforestation to 
 local-inhabitants and with labour — make it difficult to establish selfsupporting forest man-
agement of a forest land for community by themselves, even through preceding investments
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are made through the form of afforestation throught prefectural officers. This is a most 
critical point. 
   5. The prevalence of employment labour due to the afforestation through prefectural 
officers rather prevents, by displacing compulsory one, the establishment of direct mana . 
gement of a forest land for community by local inhabitants, making indirect one more 
acceptable. 
   6. The afforestation through prefectural officers makes local inhabitants more positive 
in asserting their right to the newly increased forest assets. Consequently, communities 
tend to be more moderm in this respect.
